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地域の特性に応じた低炭素まちづくり（環境モデル都市の取組）
都市名 区分 人口（万人） 面積 削減目標（中期） 削減目標（長期） 主な対策・施策

省エネ住宅への経済的インセンティブ、大型開発の省エネ化（再生可能

1 横浜市 大規模都市 365 437 30%/人以上(2030) 60%/人以上

省エネ住宅への経済的インセンティブ、大型開発の省エネ化（再生可能
エネルギー導入推進）、横浜環境ポイント制度、市民力を活かした再生
可能エネルギー導入（市民ファンド、グリーン電力証書、下水汚泥の活
用等）、低燃費車の普及促進

2 京都市 大規模都市 147 828 40%(2030) 60%

新景観政策とまち全体の低炭素化の両立、歩行者主役のまちづくり（モ
ビリティ・マネジメント、トランジットモール化、中心街への自動車流入規
制 市バスのバイオデ ゼル燃料使用 低燃費車の導入促進）

2 京都市 大規模都市 147 828 40%(2030) 60%
制、市バスのバイオディーゼル燃料使用、低燃費車の導入促進）、
CASBEE京都創設、、環境ファンドの導入

3 北九州市 大規模都市 99 488 30%(2030) 50～60％

低炭素先進モデル地区(長寿命省エネ住宅等)、環境配慮型建築物の
普及(CASBEE制度の活用)、次世代自動車交通システム(エコカー実証
事業実施やインフラ整備)、コミュニティサイクル利用環境整備(街なか
電動アシスト自転車レンタル事業)電動アシスト自転車レンタル事業)、

4 堺市 大規模都市 84 150 15%(2030) 60%
低炭素型都市交通への変革(自転車ネットワークの形成、コミュニティサ
イクルシステムの構築)

5 富山市 地方中核都市 42 1242 30%(2030) 50%
豊富な水資源を利用した小水力発電、ＬＲＴネットワークの拡充による自
動車依存度を低減、コンパクトシティの実現にむけた公共交通沿線へ

住推進 省 ネ住宅 導の居住推進、省エネ住宅の導入

6 豊田市
地方中核都
市

42 918
必達30%(2030)

ﾁｬﾚﾝｼﾞ50%(2030)
必達50%

ﾁｬﾚﾝｼﾞ70%

環境技術開発・普及のためのフィールドの提供による「低炭素社会モデ
ル地区」の実現、エコカー普及促進・エコドライブ実践によるエコ・カーラ
イフの実現、モビリティマネジメント実施等により公共交通転換策を推進

7 帯広市 地方中核都市 17 619 30%(2030) 50% バイオエタノールやＢＤＦ、ＣＮＧによる自動車やバスの運行

8 飯田市 地方中核都市 11 659
家庭部門

40～50%(2030)
70%

移動手段の低炭素化(自転車市民共同利用システム、電気自転車の利
用促進）、公共交通の利用推進（デマンド型タクシー導入）

9 宮古島市 小規模市町村 5 5 205 30～40%(2030) 70～80%
バイオエタノールを運輸燃料利用、エコカー普及拡大のためのインフラ
整備

9 宮古島市 小規模市町村 5.5 205 30 40%(2030) 70 80%
整備

10 千代田区 特別区 4.5 12 25%(2020) 50%
高水準な建物のエネルギー対策(新築対策・グリーストック作戦等)、面
的なエネルギー対策(地域冷暖房のネットワーク化)、電気自動車導入
等による交通対策

11 水俣市 小規模市町村 2.9 163 33%(2020) 50% 公共交通等の運輸業務のバイオエタノール燃料使用。

12 梼原町 小規模市町村 0.5 237
50%(2030)※ｴﾈ転除く

吸収量3.5倍(2030)
70%(2030)※ｴﾈ転除く

吸収量4.3倍
ゴミ収集車等にＢＤＦを使用。

13 下川町 小規模市町村 0.4 644 32%(2030) 66%
エコハウスモデル整備事業や断熱改修等の快適住環境整備事業によ
る住宅の低炭素化、ゴミ収集車にＢＤＦを利用

出典：内閣官房地域活性化統合事務局HP資料に基づいて作成

2



環境モデル都市 ～京都市の例～
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環境モデル都市 ～富山市の例～
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環境モデル都市 ～下川町の例～
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環境モデル都市 ～千代田区の例～
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